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○新座都市計画事業土地区画整理事業の保留地処分に関する規則 

昭和６２年１月２１日 

規則第３号 

改正 平成１１年９月３０日規則第２４号 

平成１８年６月２８日規則第２２号 

平成１９年３月２７日規則第７号 

平成２１年３月３１日規則第１６号 

平成２７年８月３日規則第３２号 

平成２８年１１月１４日規則第３９号 

平成３０年７月１８日規則第２９号 

令和元年１２月１３日規則第１７号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号。以下「法」という。）第５３条

の規定に基づく条例で定めた保留地の処分に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（処分地積） 

第２条 保留地の処分は、一宅地を形成する地積とし、１００平方メートルを下ることはできない。

ただし、換地処分を受けるべき者に対し、当該換地に隣接する保留地を処分する場合は、この限り

でない。 

（抽選又は競争入札の参加資格等） 

第３条 次の各号のいずれかに該当する者は、特別の理由がある場合を除き、抽選又は一般競争入札

若しくは指名競争入札（以下「競争入札」という。）に参加することができない。 

(1) 抽選又は競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

(2) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

(3) 抽選又は競争入札に参加しようとする者を妨げた者 

(4) 抽選の公正な執行を妨げた者 

(5) 競争入札において、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正

の利益を得るため連合した者 

(6) 前各号に掲げるもののほか、抽選又は競争入札に参加することが不適当と認められる者 

２ 前項の規定は、随意契約により保留地を処分する相手方となる者の資格について準用する。 

（平１９規則７・全改、令元規則１７・一部改正） 

（抽選の公告） 

第４条 抽選により保留地を処分しようとするときは、抽選日の１５日前までに、次に掲げる事項を

公告するものとする。 

(1) 抽選参加資格 
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(2) 抽選参加受付の期間及び場所 

(3) 保留地の位置、地積及び処分価格 

(4) 抽選日時及び場所 

(5) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

（平１９規則７・旧第５条繰上・一部改正） 

（抽選参加の申込み） 

第５条 抽選に参加しようとする者は、抽選参加申込書を施行者に提出しなければならない。 

（平１９規則７・旧第６条繰上） 

（抽選の方法） 

第６条 抽選は公開で行う。 

（平１９規則７・旧第８条繰上） 

（抽選の中止等） 

第７条 施行者は、災害その他の特別の事情により抽選を執行することが困難であると認めるときは、

当該抽選を中止し、延期し、又は取り消すことができる。この場合において、抽選参加の申込者が

損失を受けることがあつても、施行者は、その補償の責めを負わない。 

（平１９規則７・追加） 

（当選者の決定） 

第８条 第６条に規定する抽選により当選者を決定する。 

（平１９規則７・旧第９条繰上・一部改正） 

（補欠者） 

第９条 前条の規定により当選者を決定した後、優先順位を定めた補欠者２人以内を抽選により決定

し、第２２条の規定により当該当選者の売却決定を取り消したときは、補欠者を当選者とする。 

（平１９規則７・旧第１０条繰上・一部改正） 

（抽選結果の通知） 

第１０条 前２条の規定により当選者及び補欠者を決定したときは、その旨を書面によりそれぞれ通

知するものとする。 

（平１９規則７・旧第１１条繰上） 

（一般競争入札の公告） 

第１１条 一般競争入札により保留地を処分しようとするときは、入札期日の１５日前までに、次に

掲げる事項を公告するものとする。 

(1) 入札参加資格 

(2) 入札参加申込受付期間及び場所 

(3) 保留地の位置、地積及び予定価格 

(4) 入札及び開札の日時及び場所 
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(5) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

（平１９規則７・追加） 

（指名競争入札者の指名） 

第１２条 指名競争入札により保留地を処分しようとするときは、あらかじめ入札に参加させようと

する者を指名するものとする。この場合において、少なくとも入札期日の５日前までに、前条各号

に掲げる事項をこれらの者に通知するものとする。 

（平１９規則７・全改） 

（入札参加の申込み等） 

第１３条 競争入札に参加しようとする者は、入札参加申込書及び必要な書類を施行者に提出しなけ

ればならない。 

２ 施行者は、前項の規定による申込みがあつた場合は、申込者に入札書を交付する。 

（平１９規則７・追加） 

（入札の方法） 

第１４条 入札は、第１１条又は第１２条の規定により、公告又は通知をした日時及び場所において、

入札者又はその代理人自らが入札書を入札箱に投かんして行う。 

２ 代理人が入札するときは、入札前に委任状を施行者に提出し、承認を得なければならない。 

３ 施行者が入札の締切りを宣言した後は、入札することができない。 

４ 入札箱に投かんした入札書は、これを書換え、引換え又は撤回をすることができない。 

（平１９規則７・追加） 

（入札保証金） 

第１５条 施行者は、入札者にあらかじめ予定価格の１００分の５以上の額を入札保証金として納付

させることができる。 

２ 前項の入札保証金は、落札者が決定した後還付する。ただし、第２２条の規定により売却決定を

取り消したときは、当該落札者の入札保証金は還付しない。 

３ 前項の場合において、落札者の請求があるときは、入札保証金を契約保証金の一部に充当するこ

とができる。 

（平１９規則７・追加） 

（入札の中止等） 

第１６条 第７条の規定は、入札の場合に準用する。 

（平１９規則７・追加） 

（開札） 

第１７条 開札は、入札終了後直ちに入札場所において、入札者又はその代理人の面前で行う。 

（平１９規則７・追加） 

（入札の無効） 
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第１８条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

(1) 入札書に入札金額、入札物件の表示若しくは記名押印のない入札又は入札書の記載事項が不

明確な入札 

(2) 入札金額を訂正した入札 

(3) 同一物件について、入札者又はその代理人によりなされた２以上の入札 

(4) 入札に際して不正な行為があつたと認められる入札 

（平１９規則７・追加） 

（落札者の決定） 

第１９条 入札の結果、予定価格以上の最高価格で入札した者を落札者とする。 

２ 前項の場合、上限価格を定めたときは、その価格を超えない最高価格で入札した者を落札者とす

る。 

３ 落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札をした者にくじを引

かせて落札者を決定する。 

（平１９規則７・追加） 

（随意契約） 

第２０条 次の各号のいずれかに該当するときは、随意契約により保留地を処分することができる。 

(1) 抽選及び競争入札による処分の参加がないとき。 

(2) 競争入札の価格が予定価格に達しないとき。 

(3) 抽選による当選者又は競争入札による落札者が権利を放棄し、契約を結ばず、又は不正な行

為があつたために売却決定を取り消したとき。 

(4) 抽選による当選者又は競争入札による落札者が契約を履行しないためにその契約を解除した

とき。 

(5) 第２条ただし書に規定する事由により保留地を処分するとき。 

(6) 国又は地方公共団体に対し保留地を処分するとき。 

(7) 保留地を公共事業の代替用地として処分するとき。 

(8) 前各号に掲げるもののほか、特に必要があると認めるとき。 

（平１９規則７・追加） 

（売却決定） 

第２１条 第８条、第９条及び前２条の規定により契約の相手方を決定したときは、その者に対して

保留地売却決定通知書を交付する。 

（平１９規則７・旧第１３条繰下・一部改正） 

（売却決定の取消し） 

第２２条 前条の規定にかかわらず、契約の相手方が次の各号のいずれかに該当する場合は、その売

却決定を取り消すことができるものとする。 
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(1) 契約の相手方がその権利を放棄したとき。 

(2) 契約の相手方が指定期間内に契約を締結しないとき。 

(3) 契約の相手方が不正な行為をしたとき。 

（平１９規則７・旧第１４条繰下・一部改正） 

（契約の締結） 

第２３条 第２１条の規定により保留地売却決定通知書を受けた者（以下「買受人」という。）は、

当該通知書を受けた日から１０日以内に保留地売買契約（以下「契約」という。）を結ばなければ

ならない。ただし、第２条ただし書に規定する場合又は施行者が土地区画整理事業の施行上必要と

認める場合の買受人に係る契約締結期限については、この限りでない。 

（平１８規則２２・一部改正、平１９規則７・旧第１５条繰下・一部改正、平２８規則３９・

一部改正） 

（契約保証金） 

第２４条 買受人は、前条の規定により契約を締結するときは、売買価格の１００分の１０以上の金

額を契約保証金として納付しなければならない。ただし、第２６条第１項ただし書の規定により分

割納付する者の第１回の納付額が売買価格の１００分の１０以上の金額である場合において、施行

者が認めるときは、契約保証金の全部又は一部を免除することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、国又は地方公共団体が契約の相手方であるときは、契約保証金を免除

する。 

３ 契約保証金には、利子を付さない。 

（平１９規則７・旧第１６条繰下、平２８規則３９・一部改正） 

（契約保証金の還付） 

第２５条 契約保証金は、買受代金納付後還付する。ただし、契約保証金を買受代金の一部に充当す

ることができる。 

（平１９規則７・旧第１７条繰下） 

（買受代金の納付等） 

第２６条 買受人は、契約締結の日から起算して６０日以内に買受代金の全額を納付しなければなら

ない。ただし、第２条ただし書に規定する場合において施行者が特に認めるときその他施行者が土

地区画整理事業の施行上必要と認めるときは、契約締結の日から起算して１０年以内（その間に当

該土地区画整理事業の事業施行期間の末日が到来する場合においては、当該末日までの期間内）に

限り、買受代金を分割納付することができる。 

２ 前項ただし書の規定により買受代金を分割納付しようとする者は、保留地売買契約代金分割納付

申請書により、施行者に申請しなければならない。 

３ 施行者は、前項の規定による申請を承認したときは、毎回の納付期限及び納付額を定めた保留地

売買契約代金分割納付承認通知書により、その旨を申請者に通知するものとする。 
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４ 施行者は、第１項ただし書の規定により買受代金を分割納付する者が分割納付に係る納付金を滞

納したときその他特別の事情があるときは、未納の買受代金の全部又は一部について納付期限を繰

り上げて徴収することができる。 

（平１９規則７・旧第１８条繰下、平２７規則３２・平２８規則３９・平３０規則２９・一

部改正） 

（督促状及び遅延利息） 

第２７条 施行者は、買受代金を納付期限までに納付しない者があるときは、当該納付期限の翌日か

ら２０日以内に督促状を発するものとする。 

２ 施行者は、買受人が買受代金を滞納した場合においては、その滞納の日数（納付期限の翌日から

納付の日まで）に応じて前項の督促に係る買受代金の額（１００円未満の端数があるときは、切り

捨てる。）に年１０．７５パーセント（当該買受代金の納付期限の翌日から１月を経過する日まで

の期間については、年５．３７５パーセント）の割合を乗じて得た額の遅延利息を徴収する。 

３ 前項の遅延利息の額が１００円未満である場合においては、徴収しない。 

（平２７規則３２・追加） 

（保留地の引渡し及び使用） 

第２８条 買受人が、契約を締結し、買受代金を完納したときは、遅滞なく当該契約に係る保留地を

引き渡すものとする。 

２ 前項の規定により保留地の引渡しを受けた買受人は、引渡しを受けた日から当該保留地を使用す

ることができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、施行者は、第２６条第１項ただし書の規定により分割納付する者か

ら買受代金を完納する前に保留地を使用したい旨の申出があった場合において、適当と認めるとき

は、その使用を承認することができる。 

（平１９規則７・旧第１９条繰下、平２７規則３２・旧第２７条繰下・一部改正） 

（所有権移転の登記） 

第２９条 保留地の所有権移転の登記は、買受代金の完納後で、かつ、法第１０７条第２項の規定に

よる換地処分に伴う登記の完了後において行うものとし、この登記に要する諸費用は、買受人の負

担とする。 

（平１９規則７・旧第２０条繰下、平２７規則３２・旧第２８条繰下・一部改正） 

（契約の解除） 

第３０条 買受人が次の各号のいずれかに該当する場合は、契約を解除することができる。 

(1) 契約条項に違反したとき。 

(2) 契約解除の申出があつたとき。 

２ 前項の規定により契約を解除したときは、その旨を書面により買受人に通知する。 

３ 前項の規定による通知を受けた買受人は、施行者が指定する期間内に自己の費用で、当該通知に
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係る保留地を原状に復し、施行者に引き渡すものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定により契約を解除したときは、契約保証金は、返還しない。ただし、施

行者が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

（平１９規則７・旧第２１条繰下・一部改正、平２７規則３２・旧第２９条繰下） 

（権利譲渡の制限） 

第３１条 買受人は、契約締結後第２９条に規定する所有権移転登記が完了するまでの間は、当該契

約に係る保留地を第三者に譲渡することができない。ただし、施行者が特別の理由があると認める

ときは、この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定により、買受人が権利を譲渡しようとするときは、売買契約名義変更承認願

を施行者に提出し、その承認を受けなければならない。 

（平１９規則７・旧第２２条繰下・一部改正、平２７規則３２・旧第３０条繰下、平２８規

則３９・一部改正） 

（届出の義務） 

第３２条 買受人（買受人が死亡したときは、その相続人）は、第２９条に規定する所有権移転登記

が完了するまでの間に、次の各号のいずれかに該当することとなつた場合は、売買契約者住所等変

更届を速やかに施行者に提出しなければならない。 

(1) 買受人が死亡（法人にあつては、合併又は解散）したとき。 

(2) 買受人の氏名又は住所（法人にあつては、名称又は所在地）を変更したとき。 

（平１９規則７・旧第２３条繰下・一部改正、平２７規則３２・旧第３１条繰下、平２８規

則３９・一部改正） 

（委任） 

第３３条 この規則に定めるもののほか、様式の作成その他の保留地の処分に関し必要な事項は、市

が施行する土地区画整理事業ごとに、都市整備部長が定める。 

（平１１規則２４・一部改正、平１９規則７・旧第３２条繰下、平２１規則１６・一部改正、

平２７規則３２・旧第３２条繰下） 

附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（平２７規則３２・旧附則・一部改正） 

２ 当分の間、第２７条第２項に規定する遅延利息の年１０．７５パーセントの割合及び年５．３７

５パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別

措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセント

の割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年３．４５パーセントの割合に満た

ない場合には、その年（以下この項において「特例基準割合適用年」という。）中においては、年

１０．７５パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年７．３
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パーセントの割合を加算した割合とし、年５．３７５パーセントの割合にあっては当該特例基準割

合に年１パーセントの割合を加算した割合とする。 

（平２７規則３２・追加） 

附 則（平成１１年規則第２４号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１１年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１８年規則第２２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年規則第７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年規則第１６号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年規則第３２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年規則第３９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年規則第２９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年規則第１７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 


